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コラム　チュニジア

家族計画と女性の変化

岩 崎　え り 奈

人口動態

現在，チュニジアの人口は 1130万人（2016年）である。推計によると，
20世紀初頭までのチュニジアの人口は約 150万人であったから，100年間
のあいだに 10倍に人口が増加したことになる。とりわけチュニジアがフ
ランスから独立した 1956年から 1980年代は人口増加が著しく，1956年
に 378万人であった人口は，次の 30年間で 696万人（1984年）へと増加
した。

しかし，1980年代以降，チュニジアの人口増加率は減少傾向に転じ，
1984～1994年間で 2 .35%であった年平均人口増加率は 2004～2014年間
には 1 .03%になった（INS 2016 ,11）。
この人口動態に大きく影響しているのは，女性が産む子ども数の変化で

ある。女性が生涯に産む子ども数の推計値である合計特殊出生率をみると，

1966年に 7 .2であったその値は 1994年に 2 .9，2004年には 2 .0にまで下
がった。合計特殊出生率は 2014年に 2 .4へと回復したものの，2000年代
はほぼ 2人の水準で推移しており，人口置換水準に達したと認識されてい
る（INS 2015 , 19）。

地域別にみると，1980年代まで，首都チュニスなどの主要都市を擁す
る沿岸都市部で出生率の低下が進んだ一方で，内陸部では高い出生率が観

察された。しかし，1990年代以降，内陸部でも出生率は大幅に低下した。
たとえば，1994年まで合計特殊出生率がチュニジア国内でもっとも高かっ
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た南西部のタタウィーン県と中央東部のカスリーン県では， 1994年にそ
れぞれ 4 .1と 4 .3であった合計特殊出生率は，2014年に 2 .3と 2 .6に低下
した（INS 2015 , 29）。その結果，首都のチュニス県との差は 1996年の 3 .4
から 2011年には 0 .5に縮小し，沿岸都市部と内陸部，都市と農村間で出
生率のちがいはなくなりつつある。

こうして子沢山で知られた内陸部，農村部においてさえも過去 20年ほ
どのあいだに出生動向に大きな変化が観察されるが，この変化に大きくか

かわってきたのが，家族計画である。

家族計画の普及

多くの途上国では，人口増加が経済発展の妨げになり，また夫婦と子ど

もからなる核家族を理念型とする近代家族の形成が国民国家の建設に必要

だと考えられたことから，国連や米国国際開発庁（USAID）の技術・資金

援助のもとで，1960年代から 1970年代にかけて家族計画プログラムを導
入した。チュニジアでは，一部の宗教指導者の反発があったものの，エジ

プトとならんで中東・北アフリカ諸国のなかでもっとも早く，1964年に
導入している。

1960年代には，家族計画に関連した法的な整備，運営組織の設立が相
次いでなされた。フランス保護国時代に輸入・売買が禁じられていた避妊

手段の取引合法化（1961年），第五子以降の中絶容認（1965年），婚姻年齢

の引き上げ（1964年）（1）などの法改正と並行して，1968年には保健省内に
家族計画部局が設置されたほか，チュニジア家族計画協会が設立された。

さらに 1973年には，家族計画部局が独立採算制の組織として「家族計画
人口国家公団」に改組され，人口政策・家族計画サービスを担うことに

なった。保健省ならびにこの公団の活動によって，1970年代には，家族
計画プログラムが全国のベーシック・ヘルスセンターや母子保健センター

で実施され，内陸部や農村部でも家族計画サービスが入手可能になった。

家族計画の指標となる避妊の実施率についてみると，全国で 15～49歳
の女性のなかで何らかの避妊を実施している女性の割合は 1965年におい
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て 9 .0%にすぎなかったが，1978年に 31 .4%，さらに 2001年には 63 .0%
に上昇した。2012年の避妊実施率は 62 .5%と横ばいであり，家族計画は
それを必要とする女性に行き届いていると考えられる（INSウェブサイト）。

都市・農村別にみると，避妊の実施率（2001年）は都市 64 .9%にたいし
て農村 58 .1%であり，農村でも家族計画が普及していることがうかがえ
る。

家族計画サービスの変化

家族計画プログラムがチュニジアに導入されてから 50年，「家族計画人
口国家公団」（1984年に「家族人口国家公団」に改称）は，そのあいだに政

策を大きく転換してきた。1964～1965年に家族計画プログラムが試験的
に全国のいくつかの母子保健センターで導入されたのを皮切りに，1966
年に保健省内に家族計画部局が設置され，家族計画プログラムが本格的に

始まった。その後，1973年に設置された家族計画人口国家公団を中核機
関として，人口抑制が政策・活動の目標に掲げられてきたが，1984年以
降は農村と母子保健に活動の重点をシフトさせた。1990年代後半以降は，
カイロ人口開発会議（1994年）を契機としてリプロダクティブ・ヘルスが

重視されるようになった。

政策の変遷にともない，現場での活動も大きく変化してきた。以下，タ

タウィーン県での家族人口国家公団の活動を紹介しよう。タタウィーン県

は，先に述べたように 1990年代までチュニジア国内で出生率がもっとも
高く，日本の国際協力機構（JICA）が家族人口国家公団をカウンターパー

トとして実施した「チュニジア人口教育促進プロジェクト」（1993～1999

年）のパイロット地域に指定された県である。このプロジェクトは IEC
（information, education, communicationの略。情報普及・啓蒙）に主眼をおき，

家族計画にかんする啓蒙教材（ビデオ番組，印刷媒体）の制作をおもな内

容としたもので，筆者はこのプロジェクトに 1997年に IEC専門家として
参加した（岩崎 1997参照）。

当時，すでにリプロダクティブ・ヘルスが同公団の理念に掲げられてい
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たとはいえ，現場での活動は依然として家族計画サービスが中心であった。

保健省の巡回医療と連携して各村を訪れ，家族計画普及員がベーシック・

ヘルスセンターや家庭訪問にて避妊具・器具の無料配布・施術を行い，情

報を提供するというものである。こうした活動は新規避妊実行者の人数で

評価され，家族人口国家公団タタウィーン県支部（以下，公団県支部）の

廊下には，新規避妊実行者数の目標達成数が郡別にグラフにして貼られて

いた。

ところが，現在，避妊薬・器具の提供ならびに広報・教育は依然として

根幹をなす活動であるとはいえ，その主要な部分ではなくなっている。家

族計画普及員による家庭訪問などの普及活動は行われなくなり，公団県支

部が抱える家族計画普及員の数も大幅に削減された。また，公団県支部の

サービス受益者数を 1996年と 2015年でくらべると，表に示されるように，
1996年に一年間の活動全体の半分を占めていた家族計画サービスは，

 家族人口国家公団タタウィーン県支部における活動別年間サービス受益者実数

（1996年と 2015年）

1996 （単位：人，カッコ内は％）

産前検診 産後検診 産婦人科診察・相談 新規受入者 旧受入者 計

4 ,702 1 ,791 2 ,862 3 ,940 8 ,187 21 ,482
（21 .9） （8 .3） （13 .3） （18 .3） （38 .1） （100 .0）

2015

産前検診 産後検診 リプロダクティブ・ヘルス 家族計画 計

9 ,046 1 ,334 8 ,459 4 ,446 23 ,285
（38 .8） （5 .7） （36 .3） （19 .1） （100 .0）

（出所）　2015年は家族人口国家公団タタウィーン県支部。1996年は Iwasaki （1997 ,7）。
（注）１） 家族人口国家公団の活動は保健省と連携して行っており ,数値はすべて保健省が実

施主体の活動とあわせた値。
　　 ２） 「新規受入者」および「旧受入者」は避妊（IUD－子宮内避妊具－，経口避妊薬，

避妊注射，コンドーム，殺精子剤，避妊インプラント）の新規実行者と継続実行者
の実数。2015年における「家族計画」は避妊の新規実行者・継続実行者をあわせた
実数。

　　 ３） 「産婦人科診察・相談」および「リプロダクティブ・ヘルス」は乳がんや子宮がん
の検診，不妊治療検診・相談などの実数。
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2015年には 19%を占めるにすぎなくなった。公団県支部スタッフによる
と，家族計画サービスを受けるために同公団の家族計画センターや村の

ベーシック・ヘルスセンターを訪れる女性が大幅に減少したためである。

かわりに増えた活動は，リプロダクティブ・ヘルス関連である。昨年，

筆者が公団県支部を訪れた際，かつて新規避妊実行者数が郡別にグラフに

して貼られていた公団県支部の廊下の壁には，乳がん検診や DV，エイズ
予防のちらしが貼られていた。また，4年前からとのことだが，DVなど
の相談を受けつける心理カウンセラーが常駐するようになった。リプロダ

クティブ・ヘルス関連の活動は性行為感染症，乳がん・子宮がん検診，不

妊治療，閉経にかんする検診・診察，未婚の若者の相談・検診からなる。

とくに利用数が多いのは乳がん検診である（写真１）。

不妊治療については，母子保健センターなどで産婦人科医や看護師が相

談に乗ったうえで，県立病院で不妊検査やタイミング指導，排卵誘発剤の

処方などが行われている。不妊の問題は，後述する結婚の晩婚化が進む一

方で子どもをもちたいという親の思いが不変であることから，女性にとっ

て切実な問題である。男性側の問題であっても，女性側の問題として周囲

からみられることが多く，離婚の原因にもなりやすい。

体外受精を含む生殖補助医療は民間病院やクリニックで行われており，

チュニスの民間病院ではアルジェリア人やフランス在住マグレブ移民の夫

婦も比較的安くて質の高い施術を求めて訪れる。タタウィーンにも，体外

受精の治療を受けるためにチュニスのクリニックを訪れる夫婦もいる。

しかし，体外受精にたいしては反対意見もある。チュニジアでは，第三

者による精子・卵子の提供は法的に禁じられている。精子・卵子の提供に

よる体外受精についてはもちろんだが，自分の精子・卵子を用いた体外受

精も宗教的に禁じられているとの意見も根強い。調査村の女性に話を聞い

たところ，それは卵管結索などの避妊手術が宗教的に禁じられているとの

考え方と同じである。つまり，出産間隔をあけることは問題ないが，神か

ら授かるべきものを人工的に出産調節することはイスラームの教えに反す

るという。家族計画に直接に関係する事象だけをとっても，女性の教育水

準の向上や働く若い女性の増加など，過去 20年間で村社会は大きく変
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わった。しかし，生命にかかわる事柄は考え方が変わらない主要な事項の

ひとつであろう。

村での変化（1）　少子化

以上で述べた家族人口国家公団による活動の変化は，第一義的には国際

的な開発援助の思潮と政策，つまり女性の人権擁護やジェンダー・エンパ

ワーメント重視の気運が作用している。と同時に，家族計画サービスの受

け手側である女性と家族のライフスタイルの変化，さらに家族計画普及の

結果でもある本コラムの冒頭で述べた人口動態の変化すなわち少子化と結

びついていると考えられる。

写真１　 チュニジア家族計画協会と保健省による健康キャラバン（マズトリーア村にて。
2016年 2月筆者撮影）　筆者が訪れた日は助産婦による検診日で，女性が多く訪
れた。公団県支部スタッフも乳がん検診などの啓蒙活動のためにキャラバンに参
加した。キャラバンの来村はモスクのアッザーン（礼拝時間を知らせる呼びか
け）用スピーカーを通じてアナウンスされる。高齢者も血圧を測ってもらうため
にやってきた。
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先述したように，筆者は 1997年に国際協力機構の「チュニジア人口教
育促進プロジェクト」に参加し，家族計画実態調査を担当した。出生率が

1990年代当時にもっとも高かったタタウィーン県などチュニジアの内陸
部や南部地域において家族計画の普及活動を推進することが同プロジェク

トの目的であり，そのための基礎調査として実施されたものである。現在，

その調査村で 20年後の変化を追う追跡調査を筆者は行っている。久しぶ
りに訪れた調査村では驚くことがいくつもあったが，村で子どもの姿をみ

かけなくなったことが印象的であった（2）。20年前に村を訪れたときは，
大勢の子どもにつきまとわれたものである。

人口構成の変化は，教育の現場にも影響している。かつて，村の小学校

は子ども数が多かったので二部制をとり，１教室あたりの子ども数は 35
人から 40人であった。ところが現在は一部制に変わり，１教室あたりの
子ども数は 25人前後であり，少ないクラスは 15人前後だという。40代

写真２　 小学校での体育の授業（エルフェルシュ村小学校にて。2016年 2月筆者撮影）　
いっしょにいた 50歳前後の公団県支部スタッフが，自分が小学生のときは体育
の授業はサッカーチームが四つできるくらい生徒が多かったとつぶやいた。
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や 50代の公団県支部スタッフによれば，彼らが子どもの時代つまり 1990
年代以前に子ども時代を過ごした世代と，彼らの子どものあいだにも同じ

変化がある。したがって，調査村だけでなく，タタウィーン県や南部の地

域全般にみられる現象であると思われる。

村での変化（2）　晩婚化

家族計画にかんしては，村のベーシック・ヘルスセンターの利用者の変

化が印象的であった。2016年 12月，筆者が訪れた日は産婦人科医・小児
科医の巡回医療日であった。20年前なら，20代や 30代の既婚女性が子連
れで訪れ賑わった曜日である（写真３）。ところが，その日にベーシック・

ヘルスセンターで診察を待っていた利用者の多くは高齢者であった。若い

女性はみあたらなかった。公団県支部スタッフの話によると，生殖年齢

（15～49歳）の既婚女性の数が減っているからだという。

写真３　 村のベーシック・ヘルスセンター待合室で産前産後検診の順番を待つ女性たちに
家族計画を説明する家族計画普及員（タタウィーン県トラーレット村にて。1997
年筆者撮影）
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生殖年齢の既婚女性数の減少は，晩婚化現象が大きくかかわっている。

ここで婚姻状況に目を向けると，結婚は現在のチュニジア人女性にとって

大きな価値をもっている。実際，45歳以上の女性未婚者の比率を指標と
すると，その比率は 2014年で 10%以下であり，生涯を未婚で過ごす女性
は少ない。また，女性の多くは仕事をしていたとしても，結婚１年以内に

第一子を出産している。子どもをもたない既婚女性（離婚・死別者を含む）

はチュニジア全体で 3 .1%（2014年）でしかない（INS 2016 ,81）。このよう
な傾向は，農村・都市，沿岸部・内陸部かどうかに関係なくみられる。つ

まり，少なくとも現在までは，女性の多くにとって，結婚し子どもをもつ

という基本構造は不変である。

一方，結婚年齢についてみると，女性の平均初婚年齢は過去 50年間の
あいだに大きく変化し，1966年の 21歳から 2011年には 28 .5歳に上昇し
た（Vallin 1971 , 252 ; UNウェブサイト）（3）。また，年齢階層別に未婚女性の

比率をみると，その比率は 1966年に 20～24歳の女性の 27 .0%にすぎな
かったが，2014年には 81 .8%に上昇している。30～34歳の女性に占める
未婚者の割合も高く，1966年にたった 3 .9%であったその値は 28 .0%
（2014年）へと増加した（Vallin 1971 ,250 ; INS 2016 ,22）。この比率は農村・

都市間，地域間であまりちがわない。したがって，アラブ社会の女性の婚

姻といえば早婚が特徴としてよく指摘されてきたが，それはチュニジアで

は農村・内陸部においてさえもみられなくなったといえよう。

未婚の女性の多くは結婚を希望していないわけではない。つまり結婚願

望はあるのだが，経済的負担や性別役割分業にたいする女性の意識の変化

と現実の家庭生活との落差などを理由に，結婚を先送りしている女性たち

である。現在 20代の未婚女性が生涯未婚のままでいるかどうかは 30年後
にならないとわからないが，このような未婚女性の増加が既婚女性の出生

動向とならんで少子化の大きな要因になっている。

人口構成は，社会の根底をなすといっても過言ではない。それゆえ，少

子化現象は単純に「子どもの数が減る」こととしてとらえることはできず，

多面的な内容を含む社会現象である。少子化が社会のさまざまな局面でど

のような影響をもたらし，今後にどのような影響が現れてくるのか。チュ
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ニジアひいてはアラブ社会の構造変化の鍵は，結婚を先送りしている，ま

たは結婚しない女性の動向にあるだろう。

〔注〕
⑴　1964年に，女子の法定結婚年齢は 15歳から 17歳へ，男子の法定結婚年齢は 18
歳から 20歳に引き上げられた。

⑵　タタウィーン県の調査村については岩崎（1996；2005）を参照。
⑶　国連のWorld Marriage Dataの平均初婚年齢は，人口センサスをもとに年齢別
未婚率から計算する singulate mean age at marriageであり，15～49歳までの女性
を対象に算出している（UNウェブサイト）。チュニジア統計局は，同じ計算法に
より，50歳以上の女性を含む 15歳以上の女性を対象に算出した 2014年の平均初
婚年齢の値を，22 .5歳としている（INS 2016 ,22）。
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